
HR JOURNAL

人事が知るべき
働き方改革



HR JOURNAL



HR JOURNAL



HR JOURNAL

「Message(事業戦略)」　「Motivation(動機形成)」を高
いレベルで実現するためには、 「Mission (役割設計)」

「Membering (人材開発)」　「Monitoring(管理制度)」
を上手く設計する必要があります。

今回はこのフレームワークを活用し、働き方改革の実現、
ひいては労働力人口の確保に向けて求められる(1)労働
時間の適正化、(2)労働形態の多様化を実現するために
必要なことを、　「Mission (役割設計)」　「Membering 
(人材開発)」　「Monitoring(管理制度)」　に沿って解説
します。

01　働き方改革とは

働き方改革の背景にある「労働力人口の減少」

働き方改革が声高に叫ばれ、働き方を大きく変えることが、企業
にも、個人にも求められて久しくなっています。その背景には、日
本の人口が減少し、それに伴って労働力人口が減っていくという
ことがあります(図表1)。

労働力確保のために求められることは、大きく二つあります
(図表2)。一つめは、「(1)労働時間の適正化」です。いつま
でも社員の長時間労働に頼っている企業は、従業員からの反
発を招き、結果的に人材の流出を引き起こすことにつながり
ます。

また、労働力確保のために求められることの二つめは、「(2)
労働形態の多様化」です。労働力を確保するためには、これ
までの新卒・男性・正社員・日本人中心の人員に加えて、中
途・女性・契約派遣社員・外国人・高齢者などの人員を受け
入れることのできる組織づくりをしていく必要があります。

ここまでをまとめると、働き方改革の背景にある労働力人口減少
に対して、企業は(1)労働時間の適正化、(2)労働形態の多様化
に向けて、組織づくりに取り組まねばならないということがわか
ります。

出典：みずほ総合研究所「みずほインサイト 少子高齢化で　　
　　   労働力人口は4割減」(2017年5月)

企業を捉えるフレームワーク「5M」

企業における組織づくりを考えるためのフレームワーク「5M
」について説明します。このフレームワークは五つのMからな
ります(図表3)。

5Mの一つ目は、「Message(事業戦略)」です。企業の商品や
サービスの購買活動は、企業が発信するメッセージへの共感と
して捉えることができます。ここでは、事業が発信するメッ
セージを明確化することが重要です。

二つ目は、「Motivation(動機形成)」です。従業員は単なる労
働力ではなく、時間と能力を会社に投資している最大の投資家
です。社員からの投資を、会社として受け続けるためには、社
員のモチベーションをマーケティングし、動機形成することが
重要です。

そして、「Message(事業戦略)」と「Motivation(動機形成)」
を下支えするのが残り三つのMです。「Mission (役割設計)」
では、職掌や権限など組織内の分業設計、機能間連携を促す調
整システムの設計を行います。「Membering (人材開発)」で
は、外部からの人材採用と内部の人材育成、戦略的な人材登用
と配置を行います。「Monitoring(管理制度)」では、人事制度
や重点経営指標、管理会計などの設定を行います。
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0　　2　働き方改革を
　　実現するための3つのM

Monitoring(管理制度)
人事制度改革

まず、Monitoring(管理制度)において求められるのは、人事制
度改革です。(1)労働時間の適正化、(2)労働形態の多様化に向
けて、様々なテーマがあります(図表4)。各テーマで、起こり得る
問題と対応のポイントはそれぞれ下記のとおりです(図表5)。

これらのポイントを踏まえて、取り組みテーマごとに制度を改革
することが必要です。

Membering(人材開発)
管理職育成

Membering(人材開発)において求められるのは、管理職の①タ
スクマネジメント能力と、②メンバーマネジメント能力の育成で
す。

働き方改革の背景に労働時間の適正化があるとおり、これまで
の日本では長時間労働が当たり前でした。「社員の時間は無限で
ある」という認識で、上司は部下に業務を丸投げし、結果として部
下のタスクマネジメントにきちんと取り組むマネジャーは非常に
少なかったのです。(図表6)
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しかし、今後は、労働時間の短縮に伴い、業務の目的・対象・
役割・方法・基準・納期を設計した上で部下に渡す①タスクマ
ネジメント能力が、管理職には求められます(図表7)。

また、管理職にもう一つ求められるのが、②メンバーマネジメ
ント能力です(図表8)。管理職は、これまで「新卒・男性・正社
員・日本人」という似通った人材の、おカネやポストといった
単一のモチベーションを束ねていたころから、これからは、

「中途・女性・契約派遣社員・外国人・高齢者」という多様な人
材の、多様なモチベーションを束ねていかなければいけなく
なります。

この時重要なことが、個々人のモチベーションタイプを把握す
ることです。個々人のモチベーションタイプは思考や行動の特
性から4つに分類することができます(図表9)。管理職は自分
の束ねるメンバーのモチベーションタイプを把握し、個々人に
合わせたマネジメントをすることが求められます。

図表8　管理職育成のポイント②メンバーマネジメント

Mission(役割設計)
理念浸透

Monitoring(管理制度)では人事制度改革、Membering(人
材開発)では管理職育成として解説してきましたが、ここで、こ
れら二つに取り組む時には落とし穴があります。

ここまでの取り組みは、一言で言うと「分化」です。多様な人
材を束ねるためにマネジメント手法を多様化させるというこ
とを解説してきましたが、企業はそれだけではコストがかかり
続けることになり、疲弊していくという落とし穴にはまってし
まいます。
ここで必要なのが「統合」です。ルールの多様性を減らし、統
合することで、コストを下げることが可能になります。統合に
必要なことは、「理念浸透」です。(図表10) 企業として大切に
したいこと、破ってはいけないルールなどを定め、浸透させ
ることで、多様化するマネジメントを統合し、マネジメントコ
ストを低下させることが可能です。
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エンゲージメント・レーティング

サービスサイトで
詳しく見る

国内最大級のデータと 
コンサルティングの知見を活かして
組織を変えるクラウドサービス

03　働き方改革の“次”、生産性向上を実現させる
　　モチベーションクラウド　

本当の働き方改革はエンゲージメントの向上を
通した「生産性の向上」

ここまで、働き方改革、つまり「(1)労働時間の適正化」と(2)労働形
態の多様化を行うために必要な観点をお伝えしてきましたが、そ
れらに加えてさらに重要なことは「生産性の向上」です(図表11)。
そして生産性を向上させるために重要なのが(3)エンゲージメント
の向上です。

エンゲージメントとは、企業に対する従業員の共感度合いのこと
です。エンゲージメントが高くなることで、生産性向上、退職率抑
制、戦略実行度の向上、顧客満足度の向上に寄与することが知ら
れており、リンクアンドモチベーションではエンゲージメントを管
理・改善するためのサービスとしてモチベーションクラウドをリ
リースしました。

モチベーションクラウドを使うことで、エンゲージメント状態を数
値化(＝エンゲージメントスコア)することが可能になり、エンゲー
ジメントスコアを指標として、組織のPDCAサイクル[See(現状把
握) → Plan(目標設定) → Do(実行促進) → Check & Action(進
捗確認)]を進めることが可能になります(図表12)。
※エンゲージメントスコアは業績との相関が認められて
　います(図表13)。

https://www.motivation-cloud.com/


組織改善のための
エンゲージメントサーベイ
国内最大級のデータベースをもとに組織状態を可視化し、

豊富な知見をもつコンサルタントが、
従業員エンゲージメント向上に向けて支援します

※ I T R 「 I T R  M a r k e t  V i e w ： 人 材 管 理 市 場 2 0 2 4 」
  従 業 員 エ ン ゲ ー ジ メ ン ト 市 場 ： ベ ン ダ ー 別 売 上 金 額 お よ び シ ェ ア （ 2 0 1 7 ～ 2 0 2 3 年 度 予 測 ）

サイトを見る

エンゲージメント市場における
組織改善クラウドサービス

7 年連続 No.1

モチベーションクラウドご紹介資料、
導入事例集などの資料はこちらから。

モチベーションクラウドの詳細情報、
お見積り、お問合わせはこちらから。

※

資料をDLする

https://www.motivation-cloud.com/
https://www.motivation-cloud.com/whitepaper/no_84

